
 

令和４年度事業報告について 

   
１．概 要 

当共済会は、昭和５２年の設立以来、東京都内の中小企業に勤務する従業員につ

いて中小企業者の拠出による退職金共済制度を確立し、もってこれらの従業員の福

祉の増進と中小企業の振興に寄与するため、特定退職金共済制度の普及推進に努め

ている。 

令和４年度の加入状況は、事業所数１，７０６社（対前年度比９９．８％）、件数

５，１５２件（同９５．５％）、口数３２，６０６口（同９０．４％）と、いずれも

前年同期より減少した。コロナ禍前の令和１年度以前に比べていずれも下回ってい

るが、コロナ禍前に比べ既加入事業所からの追加加入と掛金増額が減少したことが

要因として考えられる。 

また、うち新規事業所についても、事業所数６０社（前年度８７社）、件数２４４

件（同４０５件）、口数２，５３３口（同４，６９５口）と、いずれも前年度を下回

った。これは、委託保険会社の推進員の事業所訪問がコロナ禍において令和３年度

に引き続き制限されたことが要因と考えられる。 

給付金支払状況については、退職・死亡退職・解約の合計で、人数３，０９７人

（対前年度比１０３．１％）、金額約３７億５，５３３万円（同１０３．０％）と、

いずれも前年同期を上回った。 

共済掛金収入状況については、約３９億３，４３３万円（対前年度比９５．２％）

と前年同期より減少した。なお、これは中退共から移行した一時払掛金が前年度よ

り大幅に減少したことによるもので、これを除くと対前年度比は９９．４％となる。 

その結果、令和５年３月末の保有状況は、事業所数４，５０１社（対前年度比 

９８．３％）、加入者数３５，４０４人（同９９．６％）、口数３２２，７７２口（同

１００．７％）と、事業所数、加入者数は前年同期より減少した。 

また、令和５年３月末時点で、保険料積立金は約４５４億１，９２５万円、要留

保額は約４５３億２，２１６万円、留保率は１００．２１４％となっており、留保

率は１００％以上を維持した〈※令和４年３月末時点：保険料積立金約４５０億５，

５３６万円、要留保額約４４９億３，４９９万円、留保率１００．２６８％〉。 

詳細は、「参考資料 令和４年度主要業績」参照。 

このような状況において、特定退職金共済制度の普及促進のため、前年同様、広

報・加入推進活動や委託保険会社との連携による加入推進活動等の諸施策を実施し

た。詳細は次ページ以降のとおり。 



 

２．主な事業活動状況 

（１）広報・加入推進活動 

広報・加入推進活動を下記のとおり実施した。 

ｱ)各法人会発行の広報誌への広告掲載 

ｲ)各法人会広報誌への加入推進チラシの折込み 

ｳ)各法人会ホームページへのバナー広告掲載 

ｴ)各法人会各種会合でのＰＲ動画の視聴 

ｵ)各法人会でのポスターの継続掲示 

ｶ)個人住民税特別徴収税額通知書送付用封筒（八王子市）への広告掲載（５月） 

ｷ)東法連４８法人会専務理事・事務局長会議における協力依頼（６月）  

ｸ)東法連の新設法人あてダイレクトメールへの加入推進チラシの折込み 

（９・３月） 

ｹ)ＰＲ動画のリニューアル（９月）および各法人会へのＤＶＤ配付（１０月） 

ｺ)共済会名入り２０２３年首都圏鉄道ルートマップカレンダーの作成・配布 

（１１月） 

  （２）委託保険会社との連携による加入推進活動 

ｻ)特定退職金共済制度の推進を強化するため、委託保険会社の都内７支社・１ 

営業部を接続したＷＥＢオンラインシステムを活用し、新人推進員を対象に 

制度内容および推進話法等の研修を５月以降毎月実施した。 

ｼ)委託保険会社と協働して８月および９月に、特退共制度未加入事業所合わせて

約１０,０００社へダイレクトメールはがきを発送した。また、委託保険会社

の推進員が個別に送付するための同様のダイレクトメールはがき約１２, 

０００枚を都内 7支社・１営業部に提供した。 

ｽ)ダイレクトメール発送先への推進員の追加訪問等を促進するため、共済会名入

りクリアファイル５,０００枚を作成し、８月に委託保険会社の都内７支社・

１営業部へ提供した。 

（３）その他 

    加入推進にあたり顕著な成果を挙げた委託保険会社の推進員および代理店を

対象に「加入推進優績者表彰式」を４年ぶりに下記のとおり開催した。 

 日 時 令和５年２月２７日（月）１７時００分～１８時３０分 

 〈表彰式：17:00～17:30 パーティー：17:30～18:30(着座式）〉 

場 所 明治記念館 ２階 富士の間 

受賞者 ３９名（推進員３５名および代理店４名） 

出席者 １１８名〈受賞者出席３２名（推進員３１名・代理店１名）を含む〉 

 



 

３．理事会等の開催状況  

（１）第３６回理事会 

新型コロナウイルス感染リスクを避けるため、東法連理事会にあわせ外部施設 

で開催した。 

日 時 令和４年５月２４日（火）１６時０７分～１７時１５分 

場 所 明治記念館 ２階 孔雀の間  

小林理事長以下 理事１０名、監事２名が出席し、次の議案を承認可決した。 

議案１ 令和３年度事業報告について 

議案２ 令和３年度収支決算について 

議案３ 会計監査人の報酬について 

議案４ 資産運用状況について 

議案５ 任期満了に伴う役員候補者および一部評議員候補者ならびに死去に 

伴う補充評議員候補者の推薦について 

報告事項１ 代表理事および業務執行理事の職務執行状況について 

報告事項２ 他団体の特退共制度の現況について 

報告事項３ 法人会別加入事業所数について 

報告事項４ 今後の理事会の開催予定について 

報告事項５ 理事長、副理事長および専務理事の選定手続きについて 

（２）第２３回定時評議員会 

日 時 令和４年６月１７日（金）１０時５３分～１１時５４分 

 場 所 全法連会館 ４階会議室  

評議員７名が出席し、次の議案を承認可決した。 

（他に専務理事１名および監事２名が出席） 

議案１ 令和３年度事業報告について  
議案２ 令和３年度収支決算について 
議案３ 任期満了に伴う役員および一部評議員ならびに死去に伴う補充 

評議員の選任について 
報告事項１ 第３５回理事会および第３６回理事会の決議事項等について 

（３）第３７回理事会 

新型コロナウイルス感染リスクを避けるため、東法連理事会にあわせ外部施設 

で開催した。 

日 時 令和４年９月２７日（火）１５時１２分～１５時４７分 

場 所 明治記念館  １階 相生の間  

小林理事長以下 理事１０名、監事２名が出席し、次の議案を承認可決した。 

議案１ 当共済制度の概況および業績について 

議案２ 評議員会の開催について 

報告事項１ 資産運用状況について 



 

報告事項２ 職員就業規則の一部改定について 

報告事項３ 今後の理事会の開催予定について 

（４）第３８回理事会 

 日 時 令和４年１２月２日（金）１１時００分～１２時００分 

場 所 全法連会館 ４階会議室 

小林理事長以下 理事１０名、監事２名が出席し、次の議案を承認可決した。 

議案１ 令和４年度上期事業報告について 

議案２ 令和４年度上期収支決算について 

報告事項１ 資産運用状況について 

報告事項２ 今後の理事会 および「特退共 加入推進優績者表彰式・パーティ

ー」の開催予定について 

報告事項３ ホームページのスマートフォン対応について 

      その他 報告事項終了後､リニューアル版ＰＲ動画を視聴した。 

（５）第２４回評議員会 

日 時 令和５年１月２５日（水）１０時５６分～１１時３６分 

場 所 全法連会館 ４階会議室 

評議員９名が出席し、次の議案を承認可決した。 

（他に専務理事１名および監事２名が出席） 

 議案１ 令和４年度上期事業報告について 

議案２ 令和４年度上期収支決算について 

報告事項１  第３７回理事会および第３８回理事会の決議事項等について 

報告事項２ 「特退共 加入推進優績者表彰式・パーティー」の開催について 

その他 報告事項終了後､リニューアル版ＰＲ動画を視聴した。 

（６）第３９回理事会 

日 時 令和５年２月２７日（月）１６時００分～１６時２５分 

場 所 明治記念館 １階 鶴亀の間 

小林理事長以下 理事８名、監事２名が出席し、次の議案を承認可決した。 

議案１ 令和５年度事業計画（案）について 

議案２ 令和５年度収支予算（案）について 

議案３ 令和５年度資産運用計画について 

議案４ 評議員会の開催について 

報告事項１ 代表理事および業務執行理事の職務執行状況について 

報告事項２ 今後の理事会の開催予定について 

 

 

 


